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歯科医療に お い て在宅患者 へ の 医療提 供が 本格的 に実施されるようにな っ た の
は ､ 199 4( 平成 6) 年に保険診療報酬 に｢歯科訪 問診察料+が新設され ､ 患者宅および
施 設等 - の 訪 問歯科診療 が 明確に位置付けられ て からで ある｡ それ以 前も歯科の
｢往診+は行われて い たが ､ 厚生労働省の｢社会医療診療行為別調査+(毎年 6 月審
査分)によると､ 歯科診療の 保険診療行為総数に対する往診 の 回数は 1992年 には
0･0024% と､ 実施はごく 一 部 に 限られ て い た ｡ ｢歯科訪 問診察料+が新設された 1994
年には 同調査が 6 月審査分の ため ､ 改定前の｢往診+で集計されて い るが ､ す で に往
診 の 回数は総数の 0･012%と1992年の 5倍に増加 してい た ｡ 診療報酬改定後の集計
で は ､ 1995年 には 0.05% ､ 1996年には 0.086%と､ 歯科 の 在宅医療は急速に拡 大し
た｡ このうち ､ 在宅医療の 回数に占める老人医療 制度による割合は ､ 1992年の 69.3%
から1994年には 90･97%に上昇し､ その 後も 80- 90% 台で推療して い た｡ 介護保険
導入 後の 2001年には 96.7% となっ てい た｡
1994年 ば
`
疾病リスクに対する経済的不安の解消
”
､
"
サ ー ビ ス の 質の 向上や患者
ニ ー ズの 多様化 - の 対応 ” ､ " 費用負担 の公 平化
''
､
"
給付の 重点化
”
を基 本 理念とし
た医療保険制度 ･ 老人保健福祉制度が改正された 年で あり､ 診療報酬も①新看護体
系の創設と付添看護 ･ 介護の解消 ､ ②在宅医療推進 の ための評価 ､ ③基準給食の 見
直し及び食事の 質の 向上 に対する評価等が行われた｡ このように診療報酬改定が訪
問歯科診療の推進 の契機となっ たことが ､ ｢社会医療診療行為別調査+から読み取れ
る｡ そこで ､ 本研究で は 日本の高齢者に対する保健福祉政策の変遷と歯科医療に つ
い て概観し､ 当該プロ ジェ クトが対象とする訪問歯科診療 の制度的な背景 に つ い てと
りまとめる｡
1. 高齢者に対する保健福祉政策
現在の社会保障制度は第二次世界大戦後 の 19 46年に公布された日本国憲法第
25条に国民 ば
`
健康で文化的な最低限度の 生活 を営む権利
”
を有し､ 国 ば `全て の生
活部面 に つ い て ､ 社会福祉､ 社会保障および公衆衛生の向上及び増進 に努めなけ
3
ればならない
”
と明記されたことが基礎とな っ て いる｡ 我 が 国の 社会保障制度は ､ 戦前
の 1927( 昭和2) 年に労働者を対象とした公 的な医療保険制度である健康保険制度､
1938(昭和 13)には 自営業者 ･ 農業従事者を対象とする国民 健康保険制度､ 19 41(昭
和 16)年には労働者を対象とする年金保険制度が導入されるとともに ､ 貧 困者を対象
とした救護法が 1929(昭和 4) 年に ､ 社会福祉事業を監督する社会事業法が 1938 年
に制定されており､ 第 二 次大戦中に は現在の社会保障制度の枠組み が整備されて い
た｡
19 45年 の 第二 次 世界大戦終結後 の 日本は多数の人命損失､ 荒廃した国土 ､ 穀損
した社会基盤 ､ 国外からの在留邦人や軍関係者の 大量帰還等 によっ て食料危機､ 失
業 ､ インフ レという混 乱 に直面した｡ 1945年から 1954年にか けての 昭和 20年代は ､
戦後の 混乱 に対 する緊急支援と社会保障の 基盤 整備 が行 われた 10年間である｡
1946年 には(旧)生活保護法が制定され ､ 翌1 947年には児童福祉法 ､ 19 49年 には身
体障害者福祉法が制定された｡ 1950年には(新)生活保護法 ､ 精神衛生法 ､ 1951年
に は社会福祉事業法 ､ 児童 憲章が ､ 1952年 には戦傷病者戦没者遺族当援護法 が制
定され ､ 戦争によっ て支援を必要とする環境におかれた児童 ､ 戦傷病者､ 遺族 - の支
援体制は整備が進められた｡ 保健 医療関係で は ､ 1948年に医療法と医師法 ､ 歯科医
師法 ､ 保 健婦助産婦看護婦法 が制定され ､ 医療の 提供体制 の整備が図られるととも
に ､ 予防接種法(19 48年)､ 結核予防法(1951年)､ 栄養改善法(1952年)､ 清掃法
(1954年)､ 水道法(1957年)などの保健衛生関係の 制度の整備も進められた｡
日本の 経済社会が戦後 の 混乱 ･ 復興期を脱 し､ 高度経済成長期 に入 っ た昭和 30
(1955) 年代は､ 国民皆保険計画が推進され ､ 1958年の 国民健康保険改 正と1959年
の 国民年金法の制定によっ て国民皆保険 ･皆年金体制が整備され ､ 1961年に実施さ
れた｡ この ような社会保障制度の 基本的な体系が整備されて い っ た昭和 3 0年代の 日
本の社会は ､ 驚異的な経済成長 が長期間にわたっ て持続し､ 生活水準が飛躍的に向
上するとともに ､ 家族や地域社会のあり方 に変化が生じた｡ 産 業の中心が第 一 次産業
から第 二次産業に移り､ 工業地帯 - の 人 口 の 社会移動が 生じるとともに ､ 就労形態も
被雇用者が多くを占めるようにな っ た｡ 製造業が吸収した労働者 の多くは ､ 就業ととも
に居住地を移り､ 夫婦と子供の核家族を形成し､ 職住が分離し車生活を営んだ｡ 伝統
的な多世代が同居する家族形態や職住が近接する居住形態の変化とともに ､ 民法の
改正 による家族制度や相続制度の変化から､ 老親の 扶養の あり方も変化した ｡ その 昭
和 30年代の後半 に ､ 高齢者 - の福祉制度が整備されはじめた｡
表1は ､ 高齢者 の保 健福祉 に 関する政策の変遷を｢平成 12年度版厚生白書+(厚生
省 200)から引用 したもの で ある｡ 高齢者の福祉､ 保健 医療､ 介護の 各制度に関す
る法の制定を下線で 示した｡ 1963年の 老人福祉法制定によっ て ､ 介護が必要な高齢
者を対象とした特別養護老人ホ ー ム の 創設 や 老人家庭奉仕員( 現:訪問介護貞) 刺
度の法制化､ 健康診断の 実施などの高齢者を対象とした福祉制度の整備がすすめら
れたが ､ 利用者の範囲は低所得者や生活困難者に限定されて いた｡
1960(昭和 35)年代から､ 日本の 人 口構 造は高齢化の 兆しが見え始め ､ 1970年に
は 65歳以上 の人 口比 率が 7% を超 え､ 高齢化社会に入 っ た｡ この 頃から年金給付 の
改善や ､ 医療保険の 給付 率の 引き上げや老人 医療費の無料化 往1など､ 医療保険や
年金制度は ､ 高齢の 低所得者や生活困難者を支援する救貧的な制度から､ 高齢者
の 生活を普遍的に支える 一 般的な社会保障制度 へ と転換が図られた. 同時 に高齢者
の介護の社会化が始まり､ 福祉施設 の整備だけで なく在宅で の 高齢者介護を支援す
るホ ー ム ヘ ル プ ､ シ ョ ー トステイ､ デイサ ー ビス などの制度も開始された｡ その 後 1982
年に 70 歳以上の 高齢者および 65歳以上 70 歳未満の ねたきり者を対象に ､ 疾病予
防や健康づくりを含む総合的な老人保健医療対策の推進を目的とする老人保健法が
制定され ､ 各保険制度からの拠 出と受診時 に高齢者にも ー 部負担を求める老人 医療
制度が発足した｡ 1989年 には ､ 21世紀の 高齢社会に対応するために 1999年度の 整
備目標値を設定した高齢者保健福祉推進十か 年戦略(ゴ ー ルドプラン)が策定され ､
在宅福祉および施設福祉サ ー ビス の 大 幅な拡充が図られた ｡ 1994年には計画 が全
面的に見直され ､ 後半の 5 年間の 計画として目標値の 大幅に引き上げや新しい サ ー
ビス の 整備 目標 を盛り込ん だ新 ･ 高齢者保健福祉推進十か年戦略(新ゴ ー ルドプラ
ン)が策定された｡ 1990年代の福祉八 法の 改正を始めとする 一 連 の法改 正や制度の
新設は ､ これらの整備目標に対応して いる｡ さらに 1999年に制定され ､ 2000年から施
行された介護保険制度は ､ 従来の 老人福祉制度と､ 要介護者に対する老人医療分野
を再編成して ､ 社会保険の枠組 みで提供するもの である｡
表 1 高齢者保健福祉 の変遷 - 救貧的施策から普遍化 ･ 一 般化 - -
1960年代 高齢者福祉の 創設
1962(昭和 37) 訪問介護(ホ ー ム - ル プサ ー ビ ス) 事業の創設
1963(昭和38) 老人福祉法制定
1968(昭和43) 老人社会活動促進事業の 創設( 無料職業紹介など)
1969(昭和 44) 日常生借用具給付事業の 創設
ねたきり老人対策事業(訪問介護 ､ 訪問健康診査など)の開始
1970年代 老人 医療費の増加
1970( 昭和45) 社会福祉施設緊急整備5 か年計画の策定
1971( 昭和46) 中高年齢者等雇用促進特別措置法制定(シ ル バ ー 人材セ ンタ ー)
1973(昭和48) 老人 医療費無料化
1978(昭和53) 老人短期入所生活介護(ショ ー トステイ) 事業の創設
国民健康づくり対策
1979(昭和54) 日帰り介護( デイサ ー ビス) 事業の創設 ■
19gO年代 保健 ･ 医療 ･福祉の連携と在宅サ∵ ビス の重視
1982(昭和57) 老人保健法制定(医療費の 一 部負担の 導入 ､ 老人保健事業の規定)
ホ ー ム ヘ ル プサ ー ビ ス事業の 所得制限引上げ(所得税課税世帯に拡大､
有料制の 導入)
1986(昭和61) 地方分権法による老人福祉法(団体委任事務化 ､ シ ョ ー トス テイ ･デイサ ー
ビ ス の 法定化)
1987(昭和62) 老人保健 法改正(老人保健施設 の創設)
社会福祉士 及び介護福祉士法制定
1988(昭和63) 第1回全 国健康福祉祭(ねんりんピック)の 開催
第2 次国民健康づくり対策
1989(平成元) 高齢者保健福祉推進 十か年戦略(ゴ ー ルドプラン)の策定
健康長寿 のまちづくり事業の創設
190年代 計画的な高齢者保健福祉の 推進
1990( 平成2) 福祉八法改正( 在宅 サ ー ビ ス の推進 ､ 福祉サ ー ビ ス の市町村 - の 一 元
化 ､ 老 人保健福祉計画)
ねたきり老人ゼロ作戦
在宅 介護支援セ ンタ ー の創設
介護利用型軽費老人ホ ー ム(ケア ハ ウス)の創没
高齢者世話付住宅(シ ル バ ー ハ ウジン グ)生活援助員派遣事業の創設
1991(平成3) 老人保健法改正(老人訪問看護制度創設)
1992(平成4) ･福祉人材確保法(社会福祉事業法等の 改正)
1993(平成5) 福祉用具 の研 究開発 及び普及 の 促進 に関する法律制定
1994( 平成6) 新 ･ 高齢者保健福祉推進十か 年戦略(新ゴ ー ルドプラン)
一
の 策定
195(平成 7) 高齢社会対策基本法制定
1997(平成9) 介護保険法制定
痴呆対応型 老人共同生活援助事業(痴呆性老人グル ー プホ ー ム)の創設
1999(平成11) 今後5 か年間の 高齢者保健福祉施策の 方向(ゴ ー ル ドプラン 21)の 策定
介護休業の 義務化
20 0 年代 新たな介護制度の 開始
2000(平成12) 介護保険法施行
出典:｢平成 12 年版厚生白書 新しい高齢者像を求めて - 21世紀の 高齢社会を迎えるにあ
たっ て - +､ ぎょうせ い ､ 東京 ､ p.119 表 4一 卜1.
(下線は筆者による)
2. 訪問歯科診療の 実施状況
訪問歯科診療は ､ 1 94(平成 6)年 に行われた老人保健法 および老人福祉法の改
正を受けた診療報酬 の改定 にお い て ､ ｢歯科訪問診察料(Ⅰ)､(Ⅱ)+注2が新設されたこ
とで ､ 公 的医療保険制度における位置付けが明確にな っ た｡
往1 このときの 老人医療費の無料化は ､ 老人福祉法にもとづき 70歳以上及 び 6 5歳以上 70
歳未満の ねたきり者に 対して ､ 医療保険 の 自己負担金を公 費で肩代わりする制度であ
り､ 本人 ､ 配偶者または扶養義務者の所得の 制限があった ｡
注2 訪問先が患者宅の 場合は ｢歯科訪問診察料(Ⅰ)+ ､ 患家以外 (施設等)の 場合は ｢同
(Ⅱ)+ が適用され ､ 点数は 1 995年には 190点 ､ 2001年に は 520点の 差が設けられ
て い る ｡
表2､ 表3 は厚生労働省｢社会医療診療行為別調査報告+から､ 訪 問歯科診療の診
療報酬点数の推移 および診療行為の 回数を抽出したもの である｡ 1992年から1994年
は｢往診+を､ 1995年以降は｢歯科訪問診察料(Ⅰ)､(Ⅱ)+毎年6月審査分が調査対象
となっ て いるため ､ 1994年は｢歯科訪問診察料(Ⅰ)､(Ⅱ)+が新設される以前の ｢往診+
で集計した｡
表2 訪 問歯科診療の 診療報酬点数の推移(1992- 200 1)
19 2* 1993* 1994 1995196 1997 1998 1999 2000 2001
訪 問歯科診療
Ⅰ(患家)
520
～
650
～
550 620 71 0 710 920 92 0 920 920
訪問 歯科診療
Ⅱ( 患家以外)
430 460460 460 460 400 400
* 1 992- 1994年の 診療点数は｢往診+
資料‥厚生労働省大臣官房統計情報部｢社会医療診療行為別調査報告+(6月審査分) 各年
表3 訪問歯科診療の診療回数の推移(199 2- 001)
午 総数 在宅 医療計*
訪問歯科琴 訪問歯科診療 そ の他の在
Ⅰ( 患家) Ⅱ(患家以外) 宅 医嬢
1992 107
,
103,969 2,604
1993 106,944,938 9,180
19 4 109,3 05,022 12,354
1995 1 19
, 94,552 53,318 16,962 24=,972 ll,384
1996 125,263,924 92,639 17,042 34,912 40,685
1997 137
,
361,802 113,622 31,566 12,804 69,253
1998 127,074,007 88,449 40,746 12,773 34,930
1999 161,586,017 121,640 40,859 38,309 42,472
2000 1 68,434,802 166,668 33,541 18,621 114,506
20 01 164,851,398 97,026 50,192 18,350 28,484
* 19 92- 1 994年の在宅医療回数は｢往診+
資料‥厚生労働省大臣官房統計情報部｢社会 医療診療行為別調査報告+(6月審査分) 各年
｢歯科訪問診察料(Ⅰ)､(Ⅱ)+の新設後の 1995年 は｢在宅医療+の 回数は前年の 4.3
倍に急増してい る｡ その後も 1996年は前年比 74% ､199 7年は 22%の 増加 を示して
いる｡ 診療行為の総回数は 1998年に前年度比 7.5%の 落ち込みを示したほか はほ ぼ
一 貫して増加して いる｡ そこで ､ ｢在宅医療+の 診療行為の総回数に対する比率 の推
移を示したもの が図 1 である｡ 同様に｢在宅医療+の 点数の歯科診療行為の総点数に
対する比率 の 推移を図 2 に 示した｡
図 1 在宅 医療の 回数が歯科診療行為総回数 に占める割合 の推移
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資料:厚生労働省大臣官房統計情報部｢社会 医療診療行為別調査報告+(6月審査分) 各年
図 2 在宅 医療の 点数が歯科診療行為総点数に占める割合 の 推移
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資料:厚生労働省大臣官房統計情報部｢社会医療診療行為別調査報告+(6月審査分) 各年
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｢在 宅医療+は回数 ･点 数ともに 1995年から1996年にか けて大幅に増加 したことが
図 1､ 2 から読み 取れるo 1995年は新設された｢歯科訪問診察料(Ⅰ)､(Ⅱ)+が調査に
反 映された年 であり､ 1996年 には｢歯科訪問診察料(Ⅰ)+が 14.5% ､ ｢歯科訪問診察
料(Ⅱ)+が 7.0% 引き上げられている｡
回数と点数は 199 7年まで は ほぼ同調して増加傾向を示して いるが ､ 1998 年以降は
回数と点数は逆の動きを示して いる｡ 1998年 は前年の 9 月から被保険者本人 の自己
負担率が 10%から 20%に引き上げられ ､ 老人 医療の 同 一 保険医療機関ごとの 外来
一 部負担金も月 額 1,02 0円から1 日 500円(月 4 回まで)に引き上 げられた影響 で ､
歯科診療の 受診者が減少した年である｡ 表 2 に示 したように 1998年は総回数､ 在宅
医療ともに落ち込ん で い るo 一 方 ､ 診療報酬 は患者宅を訪問する｢歯科訪問診療科
I+の 診療報酬が 29･6% 引き上げられ てい る｡ 1998年 ､ 1999年の 点数はこの 診療報
酬の 引き上 げの 効果を示すものと考えられる｡ 2000年に｢在宅医療+の 回数が大きく
増加 して いるの は ､ ｢その 他 の在宅 医療+が突出して いるためである(表3)｡ 比 較のため
に 1998年 - 2001年 の在宅 医療の制度別の 内訳を表 4 に示した.
表 4 制度別訪問歯科診療の 回数の推移(19 99- 2001)
一 般医療 老人 医療
訪問歯科 訪 問歯科診
そ の 他 の 在
宅 医廉
訪問歯科 訪 問 歯 科
そ の 他 の 在
宅医廉
診 療 Ⅰ 療 Ⅱ( 患 家 診 療 Ⅰ 診療II( 忠
(患家) 以外) ( 患家) 家以外)
1999 4,0 23 ･10,120 9,418 36,836 28,189 33,054
2000 2
,
242 4,616 93,331 31,299 14,005 21,175
2001 1,317 348 1,567 48,875 18,002 26,917
2000年は 同年に施 行された介護保険と対象者が ほぼ重なる老人医療で は ､ 患者宅
へ の訪 問歯科診療の 回数は 15% ､ 施設等 - の 訪問歯科診療の 回数は50% ､ 歯科医
師の指示 に基 づき歯科衛生士 が行う｢訪 問歯科衛生指導+が主な内容をしめる｢その
他の 在宅 医療+の 回数は 36% 減少して いる｡ 一 般医療にお いても､ ｢訪問歯科診療
I+が 4413% ､ ｢訪問歯科診療 Ⅱ+が 54.4%減少して いるの に対し､ ｢その 他の在宅 医
痩+が9･9倍 に増加 している｡ 翌 20 1年には ､ ｢その他の在宅医療+は 98.3% も減少し
て い ることから､ 2000年の｢その他の 在宅医療+は介護保険導入 に伴う混乱とみられ
る｡ 2001年の 老 人 医療で は｢訪 問歯科診療 I+が 56% ､ ｢訪問歯科診療 Ⅱ+が
2 8･5% ､ ｢その 他 の在宅医療+は 27.1%増加 しており､ 介護保険との棲み分けが出来
始めたものと見られる｡
図 3と図 4 に歯科診療における｢在宅医療+の 診療行為の構成の 1995年以降の推
移を示した｡ 回数で は ､ 診療報酬が新設された直後の 1995年および1 996年は ､ 患者
宅 以外の施設等を訪問する｢歯科訪問診察料(Ⅱ)+の 割合が､ 患者宅を訪問する｢歯
科訪問診察料(Ⅰ)+を上回 っ て いたが ､1 997年以降は患者宅 へ の 弔問診療の割合が
高まっ て いる｡ また ､ ｢訪 問歯科衛生指導+が主な内容を占める｢その他の在宅医療+も
195 年は 21･4%であっ たが､ 1996年以降は 30%を超えており､ 1997年と2000年に
は 60%を超 えて い たo 2000年 に つ い ては 前述 のように ､ 一 般医療にお ける急増による
もの である｡
図 3 歯科診療における訪 問診療 の構成比(回数)
年
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資料‥厚 生労働省大臣官房統計情報部｢社会医療診療行為別調査報告+(6月審査分) 各年
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資料:厚生 労働省大臣官房統計情報部｢社会医療診療行為別調査報告+(6月 審査分) 各年
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点数構成で は 1996年 の｢歯科訪問診察料(Ⅰ)+の 引き上げが調 査に反 映されてい
る 1997年以降は ､ ｢歯科訪問診察料(Ⅰ)+が｢歯科訪 問診察料(Ⅱ)+を大きく上回 っ て
い る｡
社会保険診療報酬請求 の抽出調査である｢社会医療診療行為別調査報告+からは
以上のような動向が観察されたo 次に同じく厚生労働省による｢医療施設調査( 静態調
査 ･ 動態調査)病院報告+から､ 在宅サ ー ビスを実施 して いる歯科診療所の状況をまと
め てみた(表 5､ 表 6)0
表5 在宅サ ー ビ スを実施して いる歯科診療所数(医療保険)
10月 1 日現在
総施設数
歯科訪 問診療* 訪問歯科衛生指導**
実施施設
数
施設数に
対する割
令( %)
実施件数
実施施設
数
施設数に
対する割
令(%)
実施件数
1993 55,906 15,682 28.1 898
1996 59
,
357 21,724 36.6 4,241 7.1
1999 62,484 16,0 36 25.7 71,501 7,619 12.2 36
,824
2002 6,5073 ll,444 17.6 105,697 3,40l 5.2 53,708
､ ′
は9月
*1993年は寝たきり老人訪 問診療
**1993年は寝たきり老人訪問看護
資料:厚生労働省大 臣官房統計情報部｢医療施設調査(静態調査･動態調査) 病院報告+
表6 在宅サ ー ビス を実施して いる歯科診療所数(介護保険)
(10月 1日現在)
総施設数
居宅療養管理指導
実施施設数 施設数に対する割合( %) 実施件数
20 02 6
,
5073 2,582 4.0 34,589
資料:厚生労働省大 臣官房統計情報部｢医療施設調査( 静態調査 ･動態調査)病院報告+
｢医療施設調査+は動態調査が毎年､ 静態調査が 3 年ごとに 10月 1 日に行われて
いる｡ 199 4年の｢歯科訪問診察料(Ⅰ)(Ⅱ)+新設 の前後では ､ 訪問歯科診療を実施し
て いる歯科診療所は 8･5%増加 し､ 訪問歯科衛生指導を行っ て いる歯科診療所は4.7
倍 に増加して い る｡ その 後は訪問歯科診療を実施してい る歯科診療所数は減少して
おり､ 介護保険施行後の 2002年には ､ 施行前の 1999年から28.6%減少している点が
注目される｡ 訪問歯科衛生指導を行っ て いる歯科診療所も1999年の 7,619か 所から､
2002年の 3,401か所と半減しており､ 介護保険の 居宅療養管理指導を実施している
歯科診療所はさらに少なく 2,582か所となっ ている｡ 一 方 ､ 実施件数は施設数の減少
ll
にもかか わらず増加 して い るo ｢医療施設 調査+の 調 査結果 からは ､ 訪 問歯科診療は
19 3年以降 ､ 概ね 3 割から2 割の 歯科診療所が実施してきて いるもの の ､ 約 2 割の
積極的に取り組 む歯科診療所 に集約される傾向が観察された｡
3･ 高齢者保健福祉政策の 展開と歯科医療
高齢者保健福祉政策は ､ 1980年代から在宅サ ー ビ ス を重視する傾向が みられ ､
1989年の ゴ ー ル げ ラン ､ 1994年の 新ゴ ー ル げ ラン によっ てその 方向性が 明確にな
つ たo 歯科医療で は在宅高齢者の歯科保健を推進する" 在宅寝たきり老人歯科保健
推進事業” が 1988(昭和 63) 年度から第 一 次として 7 つ の 自治体で ､ 1 9 1(平成 3)午
度からは第二次として 8 つ の 自治体で行 われた(表 7)｡ この 事業は 一 部の 歯科診療
所や病院で行 われ て 歯科診療の往診を､ 国が 特定 の 地域を指定して自治体が支援
する体制づくりを図 っ たもの である(加藤ら 2000)o 加藤らは ､ 訪 問歯科診療の 全国的
な展開の パイロ ットな役割を期待されたこの 事業が ､ 報 告の 義務がなか っ たことから､
そのノウハ ウが他 の地域 に措かされ て い ない点 を指摘して いる｡ また､ この 事業に参加
した自治体で は ､ 3 年間の 事業期間終了後も継続して在宅高齢者 - の 訪問歯科診療
事業が行われ ており､ 行政主導により同様な事業を行う地域が徐 々 に増えて い っ たと
して いる｡.
表 7在宅寝たきり老人歯科保健推進事業が行われた自治体
事業年度
ヽ
自治体名
ヽ ヽ
_ _ +第 次
(1988- 1990年度)
--■一･● ヽ
北海道旭川市 ､ 東見 都杉並 区 ､ 長野県佐久市 ､ 大 阪府豊中市､ 兵庫
興伊丹市 ､ 島根県松江市 ､ 高知県高知市
ヽ ヽ第 _ 吹
(199 ト1993年度)
託 ､ ′､ - ･ 2:
北海道帯広市､ 岩手県 一 関市､ 秋 田県秋田市､ 茨城県古河市 ､ 千葉
県市川 市､ 東京都立川 市､ 長野県須坂市､ 大阪府河内長野 市
資料:加藤仁資 ､ 奥山秀樹 ､ 訪問歯科診療研 究会編｢これ からの 訪問歯科診痩+(医歯薬出
版 ､2000)p.4 脚注から筆者作成
第二 次の
"
在宅寝たきり老人歯科保健推進事業” が終了した翌年度の 1994 年に
は ､ 診療報酬に｢歯科訪問診察料(I)､(Ⅱ)+が 新設され ､ 訪問歯科診療を行う歯科診
療所ならびに実施回数が増加 したことはす でに述 べ たとおりである｡ しかし､ 歯科診療
所が訪問歯科診療を行うには ､ ①基礎疾患があり､ 何らか の 機能障害を有する患者
を､ ②設備の整 っ て いない 場所 で診療するという､ 特有の難しさがある｡
まず ､ ①の 点は 一 般的な歯科診療所で は想定されてい ない 患者である｡ 通 常は ､ こ
のような患者 は総合病院に併設されて いる歯科や大学病院が主 に対応して いる｡ 歯
科を受診する前に､ 担 当の 医師や看護 ･介護 スタッフと綿密な連携を図るという､ い わ
ゆる病診連携の スキ ー ムが 出来上がっ て いる必要がある｡ また､ 歯科診療所では容態
の急変等に対応 できる体制を準備しなけれ ばならない ｡ 当然の ことながら､ 担当する
歯科医師は､ このような患者 に対する知識や能力を十分に訓練され て いることが必須
である｡
次に②の 設備面は ､ ポ ∵ タブル の 歯科用診療機器が各種開発 ･ 改良され ており､
年々 性 能は 向上して いるも の の ､ 歯科診療所とは診療時の患者 の体位 ､ 術者 の 姿
12
勢､ 照明等かなり制約を受けるo また､ それらの機材の準備やスタッフの 教育訓練等の
準備も必要となる｡
図 4
継続対象者
新規対象者
浅間病旺
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∫
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要親 察者
事後指導
(歯科衛生士)
出典:加藤仁資､ 奥山秀樹 ､
版 ､2000)p.6
"
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から引用
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図 卜2 豊中市在宅寝たきり
■
老人等歯科保健推進事業の 流れ ”から引用
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図6 介護保険制度にお ける要介護認定と介護サ ー ビ ス計 画 の 作成
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出典:｢保険と年金 の 動向 2004年+(厚生統計協会､2004)p. 159
" 図1介護保険制度における要介護認 定と介護サ ー ビ ス計画 の 作成
”
から引用
"
往診
” が診療の 1 形態として組み込まれ ､ 一 次から高次に 至る医療機能 の分化が
進 められて いる医科 の 診療体系とは異なり､ 歯科の 診療 は1歯科診療所内で完結す
ることが多い ｡ 個人立歯科診療所が多く､ 高次 の 歯科医療 に対応 できる病院は大学
病院か地域の 中核病院に 限定されるというように ､ 機能分化 は進ん で いない ｡
図 4､ 図 5 は第 一 次在宅寝たきり老 人歯科保健推進事業を実施した長 野県佐久市
と､ 大阪府豊中市の 事業体系 である｡ 両市とも､ 事前に歯科医師や歯科衛生 士 による
訪 問診査 に基づき､ 事 業主体の 市等 によっ て ､ 対象者 - の 必要 な措置が選定されて
い る｡ このような行 政による措置は 2000年に開始された介護保険制度によっ て ､ 利 用
者の 選択が可能 になっ た｡ 図 6 は 介護保険制度による要介護 の認 定とサ ー ビス 計画
作成の流れ である｡
いず れの 制度 にお い ても ､ 利用者( 患者)による利用申請が起点となっ て いる｡ しか
し､ 在宅で介護を受けて い る対象者自身が､ 訪 問歯科診療や訪問歯科衛生指導の 必
要性(needs)を認識し､ 受療希望(dem a nds)の 意思表 示 できるの かという疑問がある｡
瀧 口らは要介護者にお ける歯科医療の needs に つ い て ､
"
一 般に高齢者の場合 ､ 青
壮年期の成人と比較して 岨 噂機能は低い状態 ですが ､ 介護を要 する高齢者の 場合､
健 常な高齢者と比較して 口腔内の状況はさらに ､ 深刻 で ､ 以下 のような特徴がありま
す｡
”と述 べ て いる(瀧口ら 1 99)｡ 瀧 口らがあげた要介護者の 口腔内状況と､ このよ
うな ne eds が de mandsとして顕在化しにくい理 由注3は表 8と表 9 に示した通りである｡
注3 性別 ､ 年齢 ､ 日常生 活自立度､ 寝たきり期間､ 食 べ にくい食品 の有無 ､ 食事形態 ､ か
かりつ けの 歯科医師の 有無 ､ 口腔衛生指導要望の梅う､ 介護者の 対象者 に対する
歯科治療要求の 各項目 につ い てロ ジスティック回帰分析を行 っ た研究(川南 ､ 瀧 口 ､
箕輪 1996)による
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表 8 要介護者の 口腔 内状況
① う蝕と歯周疾患が重症化して いる場合が多い ｡
② う蝕と歯周疾患を原因とする歯の 喪失が多い ｡
③ 処置歯や義歯などの補綴物が要再治療の場合が多い ｡
④ この ため ､ 慢性的な岨噂機能障害に陥っ て いる可能性が多い o
出典:瀧 口 徹､ 鴨居 久 一 ､ 向井美保 ､ 丹羽源 男編｢歯科医師 ･歯科衛生士 の ための 介護保
険対応型 歯科保健 ･ 医療ガイドブック+( 永末書店 ､ 1999) p.44 から引用
表 9 要介護者 の歯科医療に対するディ マ ンドが低 い 理 由
① 脳血管障害の後遺症 等の 全身状態が悪いため
(おそらく主治医と家族等の 介護者が歯科疾患対策を考える余裕がない ｡ 優先順位
が低い ｡)
② 介護者が歯科医療の 必要性に つ いて否定的な場合､ 決定的 に作用する｡
③ か かりつ け歯科医師機能が低下 ､ 消失して歯科医療を受診する方法がわからない ｡
④ 定期的訪問を行う関係者が歯科疾患に言及する頻度が少 ない ｡(歯科保健指導の 不
足)
⑤ 寝たきり高齢者が我慢したりあきらめたりして いるQ
(詠 一 方 ､ 歯科医療機関側も歯科訪問診療に対して十分な受入体制を取れるまでに到 っ
て いない o
出典:瀧 口 徹 ､ 鴨居久 一 ､ 向井美保､ 丹羽源男編｢歯科医師 ･歯科衛生士 の ため の介護保
険対応型 歯科保健 ･医療ガイドブック+(永 末書店 ､1999) p.46 から引用
瀧 口らが指摘した要介護者の歯科医療 - ディ マ ンドが理 由の 内､ 制度的な面 によ
るもの は③ ､ ④､ ⑥の 3 点と考えられる｡ 表 5 に示したように ､ 訪 問歯科診療 に対応し
て い る歯科診療所は ､ 訪問歯科診療 に関する診療報酬が新設された直後 の 1995年
の 36.6%から､ 20 01年には 17.6%と半減して い る｡ 訪問歯科診療には 図 4 の佐久市
の 例 の ように ､ 入院治療が可能な病院と歯科診療所間の 連携を含めた地域の支援体
制 が 不可欠 である｡ このような体制が 整 っ て い ない 段階で診療報酬 の新設を機 に訪
問歯科診療を辛がけた歯科診療所が淘 汰され ､ ノウ - ウを蓄積した歯科診療所が積
極的に取り組ん で いるという状況が表 3と表 5 の推移から読み取れる0
また､ ④に 関連して ､ 介護保険の 要介護認定の第 一 次調査 で は､ 口腔機能 に 関す
る情報が少ない点が歯科医師から問題として あがっ た｡ そ の ため ､ 調査員に 対して
は ､ 基本調査 の 嚇下 ､ 口 腔清掃､ 食事摂取に関する部分は ､ 具体例を示して該当す
る事例がある場合は｢特記事項+に記入するように注意を促す方法もとられてい る｡
しか し､ 制度の 充実が図られても､.要介護者および介護者に､ 歯科医療に対するあ
きらめや否定的な態度が生じて いる(①､ ②､ ⑤)と､ needs は dem andsとして顕在化に
くい ｡ ①のような介護者に口腔状況を考慮する余裕がないという点は ､ 要介護度が高く
なるに つ れてその傾 向が強まることは想像に難くない ｡ たとえば ､ 摂食 ･ 嚇下機能の 低
下 により､ 口腔 内の食物残漆や唾液が気管から肺に入 っ て細菌感染を起こす誤嚇性
肺炎は､ 適切な 口腔清掃によっ て 防げることが知られて いるが､ 高齢者介護施設でも
1 5
要員不足から十分な対応が難しい の が現状である｡
さらに ､ 要介護者自身が我慢したりあきらめたり､ また介護者が歯科医療の 必要性 に
否定的という点は ､ い わゆる
"
生命に は影響しない
”
分野で ､ しかも費用が高いという歯
科医療に対する認識 が根強 いためとみられる｡ たとえば ､ 198 3年から老人保健法 によ
る医療制度が開始されたが ､ 老人福祉法 の 医療費支給で は ､ 本人 ､ 配偶者または 扶
養義務者の 所得の制限等 の いくつ か の 要件を満たす 必要 があっ たが ､ 老人保健 法で
は要件は年齢だけとなっ た｡ す なわち ､ 70歳以上 であれ ば､ 3 割負担 の 国保本人(退
職者は 2 割)､ 5割負担の 国保家族(退職者の家族は 3 割)で はなく､ 1か月 400円 の
自己負担 で歯科医療が受けられることになっ た｡ 厚生 労働省の患者調査 によると､ 歯
科診療所 の 70歳以上 の 患者数は ､ 1981年の 5 4.7 千人から198 4年 の 71.3 千人と
31.3%増加 して いる｡ この 期間の 7 0歳以上 の 人 口増加率は 13.6%であり､ 1981年の 老
人福祉法 による老人 医療制度の適用患者は 42.5 千人であっ たことから､ 老人 医療制
度の変更が高齢者の歯科医療需要を喚起 したと見られる(野村ら 2002)｡
歯科医療は ､ 歯科疾患の 予測 可能性や 予防の しやすさ､ 事故 や歯痛を除い た歯科
治療の 緊急度の低さ等の 特性から､ 他の 医療に比 べ て個人 による治療方針 の選択性
が高く､ 個人 の 医療 提供者 の選 択性 ､ 歯科医療需要 の価格弾力性を高いとされ て い
る(Sinton e n and Linnosm aa 2000)｡ 老人 医療制度の変更と適用患者の増加は ､ 歯科
医療需要 の価格弾力性を示すとみられるが ､ 一 方 で 70歳以 上の 患者と老人医療制
度の適用者がほ ぼ等しいということは ､ 高齢者は自費また保険診療と自費の併用をほ
とんど選択してい ない ことを意味して いる｡ この ことは保険診療 で十分な歯科医療が提
供されて いることを示すとともに ､ 高齢者はより付加価値の高い材料や技術は選択して
いないということも示 して いる｡ 瀧 口らが指摘した要介護者および介護者が 示す歯科
医療 に対するあきらめや 否定的な態度は ､ 歯科医療の 選択性 や価格弾力性 の高さと
いう特性が負の 方向 に働 いて い るためとみられるが､ 詳 細な検討が必要であろう｡
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